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一 般 会 計 

 

第１  総       括  

 

１ 令和５年度県財政の概要 

(１)県財政の推移 

令和５年度の本県経済は、世界的な金融引き締めに伴う影響や中国経済の先行き懸

念、物価上昇や中東地域をめぐる情勢といったリスクはあったものの、各種政策の効

果もあって、個人消費の回復等、景気は持ち直している状況となった。 

令和５年度の県財政については、新型コロナウイルス感染症への対応経費の減少等

により、歳入歳出ともに前年度を下回った。 

 

(２)予算編成の基本方針 

令和５年度当初予算の編成に当たっては、新型コロナウイルスをはじめ、豚熱、鳥イ

ンフルエンザの３つのウイルスとの戦いや、物価の高騰など、厳しい状況が続いてい

る中、様々な逆境に立ち向かい、県民の命と健康、そして暮らしを守ることに全力を尽

くすこととした。そして逆境をチャンスに変え、近未来構想の「リトリートの聖地」、

「クリエイティブの発信源」、「レジリエンスの拠点」など、新しい群馬を創るための

取組もしっかり進めていく。こうした思いを込めて、名称は「ポストコロナ新時代創生

予算 ～逆境をチャンスに変え、新たな群馬を実現する！～」とした。 

令和５年度中の補正予算は、各補正において、物価高騰等の影響を受けた生活者や事

業者等への支援を行ったほか、５月補正予算で子ども医療費無料化の高校生世代への

対象拡大、９月補正予算でデジタルクリエイティブ人材育成、11月補正予算で公共事

業費の増額、２月補正予算で福祉・介護職員の処遇改善などについて、予算措置を行っ

た。 

 

(３)決算の状況 

 ①決算収支 

令和５年度の一般会計決算は、歳入総額8,256億9,036万円、歳出総額8,094億9,414万

円で、歳入から歳出を差し引いた形式収支は161億9,622万円となり、ここから翌年度

に繰り越す事業に充当すべき財源を控除した実質収支は、92億7,478万円の黒字となっ

た。しかし、このうち27億9,374万円については、国から概算で交付された新型コロナ

ウイルス感染症関連の国庫支出金の事業費確定に伴う不用額等であり、令和６年度以

降に国へ返還予定のため、これを除いた実質収支は64億8,104万円である。 

前年度に比べ、歳入は784億6,016万円（▲8.7%）、歳出は496億7,281万円（▲5.8%）

の減となった。これは、歳入は、県税は増加したが、実質的な交付税(地方交付税＋臨

時財政対策債)や新型コロナウイルス感染症関連の国庫支出金が減少したことなどに

よるものである。また、歳出は新型コロナウイルス感染症への対応経費や災害復旧事

業費が減少したことなどによるものである。 
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 ②歳入の状況 

決算構成比は、県税（33.0%）、地方交付税（18.9%）、国庫支出金（14.1%）、地方

消費税清算金（12.0%）、県債（7.0%）の順であり、このうち、国庫支出金、県債は前

年度の構成比より減少し、県税、地方交付税、地方消費税清算金については増加となっ

た。 

増減の主なものであるが、県税は、法人の事業税において企業業績が好調だったこと

や、個人の県民税において令和４年中の所得が前年より増加したこと、株式市場が好

調に推移したことなどから、対前年度比で90億9,137万円（+3.5%）の増となった。 

国庫支出金は、新型コロナウイルス感染症関連の国庫支出金の減などにより、対前年

度比で947億4,694万円（▲44.8%）の減となった。 

県債は、臨時財政対策債及び普通建設事業や災害復旧事業に活用した県債の減少等

より、対前年度比で93億3,600万円（▲13.8%）の減となった。 

 

    自主財源（県税、分担金・負担金、使用料・手数料など）と依存財源（地方譲与税、

地方交付税、国庫支出金、県債など）の構成割合は54.9%対45.1%で、自主財源比率は前

年度より7.0ポイント上昇した。 

 

 ③歳出の状況 

  目的別の決算構成比は、教育費(19.0%)、健康福祉費(18.5%)、諸支出金(13.8%)、公

債費（11.9%）の順となった。前年度からの伸び率が高いものとしては、財政調整基金

積立の増などにより、総務費が34.2%(+157億3,614万円)増加している。 

    性質別では、義務的経費は、新型コロナウイルスＰＣＲ検査等の減少により扶助費

が対前年度比で7億5,876万円（▲2.1%）の減となったほか、定年引き上げに伴う退職手

当の減等により人件費が対前年度比で121億7,386万円（▲5.7%）の減となったため、全

体としては130億3,015万円(▲3.8%)の減となった。投資的経費は、令和元年東日本台風

関連の復旧工事の完了等により災害復旧事業費が減となった一方で、国経済対策によ

る防災・減災対策の増などにより、対前年度比で9億1,384万円(+0.8%)の増となった。

その他の経費のうち補助費等は、新型コロナウイルス感染症対応に伴う、重点医療機

関等病床確保や愛郷ぐんまプロジェクトの減などにより、対前年度比で361億1,859万

円（▲11.7%）の減となった。 

    

 ④県債現在高の状況 

 臨時財政対策債を除いた令和５年度末の県債現在高は7,207億4,938万円となり、前

年度末に比べ94億7,361万円減少した。 

 臨時財政対策債を含めた県債現在高は、１兆2,553億6,911万円となり、前年度末に比

べて341億4,500万円減少した。
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   (参 考） 

    普通会計の決算概要 

        歳    入      9,049億2,553万円  

        歳    出        8,869億2,212万円  

        歳入歳出差引         180億  341万円  

        実 質 収 支        102億5,671万円  

        単 年 度 収 支       ▲213億9,397万円  

     (注１)普通会計 

       地方公共団体の会計は、団体ごとに各会計の範囲が異なり、比較が困難であ 

     るため、地方財政統計上、統一基準による「普通会計」という会計区分を設定 

     している。具体的には、一般会計に特別会計の一部を合算したものである。 

     (注２)実質収支 

          歳入歳出の差引額から翌年度へ繰り越して実施する事業の財源として確保し 

     ておく額を除いた額。単純な収支差引から繰越事業財源という翌年度の支出予 

     定分を差し引き、実質的に収支をとらえたもの。 

     (注３)単年度収支 

          実質収支額から前年度の実質収支額を差し引いた額。前年度から引き継がれ 

     た前年度の実質黒字又は赤字の影響を実質収支から除くことにより、その年度 

     だけの収支を把握するもの。 



第１表

（単位   千円、％）

増  減  額

21,162,063

109,972,979

68,887,932

△ 31,156,941

△ 78,460,162

第２表

（単位  千円、％）

１

２

３

５

６

4 904,150,522 △ 3.3 859,166,951 △ 44,938,425 △ 5.0

実 質 収 支 額 9,274,776 30,708,724 △ 21,433,948 △ 69.8

単 年 度 収 支 額 △ 21,433,948 8,856,791 △ 30,290,739 △ 342.0

△ 19,129 △ 12.5

計 6,921,445 14,274,847 △ 7,353,402 △ 51.5

翌年度へ繰り

越すべき財源

（１）繰越明許費繰越額 6,787,709 14,121,982 △ 7,334,273 △ 51.9

（２）事故繰越し繰越額 133,736 152,865

歳 入 歳 出 差 引 額 16,196,221 44,983,571 △ 28,787,350 △ 64.0

４

歳 入 総 額 825,690,360 904,150,522 △ 78,460,162 △ 8.7

歳 出 総 額 809,494,139 859,166,951 △ 49,672,812 △ 5.8

一 般 会 計 決 算 収 支 の 状 況

区            分 令和５年度 令和４年度 比    較 伸 び 率

5 825,690,360 △ 8.7 809,494,139 △ 49,672,812 △ 5.8

3 935,307,463 8.0 904,105,376 61,562,635 7.3

2 866,419,531 14.5 842,542,741 94,353,476 12.6

元 756,446,552 2.9 748,189,265 20,200,043 2.8

本 県 財 政 規 模 の 推 移

（ 一 般 会 計 決 算 額 ）

年 度 歳 入 総 額 伸 び 率 歳 出 総 額 増  減  額 伸 び 率
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第３表

（１） 歳      入 （単位  千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 伸び率

１ 県 税 272,507,512 33.0 263,416,144 29.1 9,091,368 3.5

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 99,357,566 12.0 100,009,976 11.1 △ 652,410 △ 0.7

３ 地 方 譲 与 税 39,483,998 4.8 39,319,755 4.3 164,243 0.4

４ 地 方 特 例 交 付 金 1,436,333 0.2 1,512,520 0.2 △ 76,187 △ 5.0

５ 地 方 交 付 税 155,776,770 18.9 150,750,484 16.7 5,026,286 3.3

６ 交通安全対策特別交付金 675,884 0.1 736,040 0.1 △ 60,156 △ 8.2

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 2,785,986 0.3 2,752,595 0.3 33,391 1.2

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 11,544,317 1.4 11,554,612 1.3 △ 10,295 △ 0.1

９ 国 庫 支 出 金 116,806,916 14.1 211,553,853 23.4 △ 94,746,937 △ 44.8

１０ 財 　 産 　 収 　 入 994,571 0.1 1,240,102 0.1 △ 245,531 △ 19.8

１１ 寄 附 金 445,144 0.1 258,876 0.0 186,268 72.0

１２ 繰 入 金 7,597,763 0.9 10,137,159 1.1 △ 2,539,396 △ 25.1

１３ 繰 越 金 44,983,571 5.5 31,202,087 3.4 13,781,484 44.2

１４ 諸 収 入 13,179,329 1.6 12,255,619 1.4 923,710 7.5

１５ 県 債 58,114,700 7.0 67,450,700 7.5 △ 9,336,000 △ 13.8

825,690,360 100.0 904,150,522 100.0 △ 78,460,162 △ 8.7

内 自 主 財 源 453,395,759 54.9 432,827,170 47.9 20,568,589 4.8

訳 依 存 財 源 372,294,601 45.1 471,323,352 52.1 △ 99,028,751 △ 21.0

（２） 歳       出        （単位  千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 伸び率

１ 議 会 費 1,469,816 0.2 1,417,748 0.2 52,068 3.7

２ 知 事 戦 略 費 9,104,419 1.1 7,469,089 0.9 1,635,330 21.9

３ 総 務 費 61,691,409 7.6 45,955,270 5.3 15,736,139 34.2

４ 地 域 創 生 費 7,264,011 0.9 6,531,176 0.8 732,835 11.2

５ 生 活 こ ど も 費 37,982,897 4.7 38,493,647 4.5 △ 510,750 △ 1.3

６ 健 康 福 祉 費 150,041,384 18.5 189,224,674 22.0 △ 39,183,290 △ 20.7

７ 環 境 森 林 費 14,606,131 1.8 13,905,916 1.6 700,215 5.0

８ 労 働 費 1,680,548 0.2 1,741,303 0.2 △ 60,755 △ 3.5

９ 農 政 費 19,533,644 2.4 20,284,812 2.4 △ 751,168 △ 3.7

１０ 産 業 経 済 費 11,679,703 1.4 42,368,267 4.9 △ 30,688,564 △ 72.4

１１ 県 土 整 備 費 87,910,893 10.9 80,377,430 9.4 7,533,463 9.4

１２ 警 察 費 43,337,471 5.4 43,343,769 5.0 △ 6,298 △ 0.0

１３ 教 育 費 153,965,725 19.0 158,117,461 18.4 △ 4,151,736 △ 2.6

１４ 災 害 復 旧 費 1,227,013 0.2 3,721,805 0.4 △ 2,494,792 △ 67.0

１５ 公 債 費 96,535,120 11.9 96,638,006 11.2 △ 102,886 △ 0.1

１６ 諸 支 出 金 111,463,955 13.8 109,576,578 12.8 1,887,377 1.7

809,494,139 100.0 859,166,951 100.0 △ 49,672,812 △ 5.8

一 般 会 計 款 別 決 算 の 状 況

区           分
令和５年度 令和４年度 比     較

合              計

区           分
令和５年度 令和４年度 比     較

合              計
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第４表

（単位  千円、％）

 決 算 額 構成比  決 算 額 構成比 増 減 額 伸び率

331,919,761 41.0 344,949,911 40.2 △ 13,030,150 △ 3.8

（１） 200,899,335 24.8 213,073,198 24.8 △ 12,173,863 △ 5.7

（２） 34,734,933 4.3 35,493,697 4.2 △ 758,764 △ 2.1

（３） 96,285,493 11.9 96,383,016 11.2 △ 97,523 △ 0.1

110,511,627 13.7 109,597,789 12.7 913,838 0.8

（１） 109,284,614 13.5 105,875,984 12.3 3,408,630 3.2

補 助 73,978,685 9.1 68,988,768 8.0 4,989,917 7.2

単 独 28,862,077 3.6 30,310,060 3.5 △ 1,447,983 △ 4.8

そ の 他 6,443,852 0.8 6,577,156 0.8 △ 133,304 △ 2.0

（２） 1,227,013 0.2 3,721,805 0.4 △ 2,494,792 △ 67.0

367,062,751 45.3 404,619,251 47.1 △ 37,556,500 △ 9.3

（１） 30,986,455 3.8 51,857,493 6.0 △ 20,871,038 △ 40.2

（２） 5,333,711 0.7 5,272,732 0.6 60,979 1.2

（３） 272,276,985 33.6 308,395,575 35.9 △ 36,118,590 △ 11.7

（４） 42,981,423 5.3 25,887,373 3.0 17,094,050 66.0

（５） 21,853 0.0 23,010 0.0 △ 1,157 △ 5.0

（６） 2,475,127 0.3 2,038,585 0.3 436,542 21.4

（７） 12,987,197 1.6 11,144,483 1.3 1,842,714 16.5

809,494,139 100.0 859,166,951 100.0 △ 49,672,812 △ 5.8

貸 付 金

繰 出 金

合　          計

３ そ の 他 経 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

２ 投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

一 般 会 計 性 質 別 歳 出 決 算 の 状 況

区          分
令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 比      較

１ 義 務 的 経 費
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第５表

（単位：千円）

（歳入）

地方消費税率の引上げに伴う増収額 27,559,719
○実質的な増収額

１．県税収入 28,123,112

２．地方消費税清算金収入 54,340,706 （他都道府県からの歳入）

３．地方消費税清算金支出 27,510,394 （他都道府県への歳出）

４．地方消費税交付金 27,393,705 （市町村への交付金）

計（１＋２－３－４） 27,559,719

（歳出） 決算額 うち一般財源

社会保障施策に要する主な経費 128,596,811 119,360,833

Ⅰ 国と連携して行う主な社会保障施策に要する経費 119,812,130 110,590,158

○社会福祉 43,958,873 38,499,648

・児童手当 3,878,913 3,878,913

・生活保護 2,641,502 689,674

・子どものための教育・保育給付費負担 12,679,012 12,679,012

・障害者生活介護県費負担 3,249,711 3,249,711

・地域医療介護総合確保基金造成（介護分） 1,057,864 352,621

・その他 20,451,871 17,649,717

○社会保険 67,992,139 67,938,404

・介護給付費県費負担 25,424,192 25,424,192

・後期高齢者医療対策（県費定率負担） 20,087,572 20,087,572

・国民健康保険県調整繰出金 9,169,121 9,169,121

・その他 13,311,254 13,257,519

○保健衛生 7,861,118 4,152,106

・自立支援医療（精神通院医療）公費負担 3,003,048 1,516,340

・特定医療費給付・小児慢性特定疾病医療費給付 2,832,903 1,416,553

・地域医療介護総合確保基金造成（医療分） 941,678 312,069

・その他 1,083,489 907,144

Ⅱ　県が独自に取り組んでいる主な社会保障施策に要する経費 8,784,681 8,770,675

○社会福祉 855,581 846,757

・軽費老人ホーム利用料補助 759,636 758,156

・在宅要援護者総合支援（高齢者･障害者） 95,945 88,601

○保健衛生 7,929,100 7,923,918

・福祉医療対策（子ども医療費補助） 4,242,579 4,237,397

・福祉医療対策（重度心身障害者･母子家庭等医療費補助） 3,283,954 3,283,954

・福祉医療制度減額調整繰出金 402,567 402,567

地方消費税引上げ分が充てられた社会保障施策に要する経費 

 ※令和５年度決算における「地方消費税引上げ分が充てられた社会保障施策に要する経費」については、上記のとおりです。
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